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１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満は切り捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 159,594 △ 6.8 △ 3,162 - △ 4,644 -
12年 9月中間期 171,310 - 701 - △ 647 -
13年 3月期 440,141 13,162 10,494

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 △ 2,925 - △ 8.09 -
12年 9月中間期 △ 3,990 - △ 11.04 -
13年 3月期 3,179 8.80 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期        △114 百万円   12年 9月中間期        △121 百万円   13年 3月期        △329 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   361,406,726 株　　　12年 9月中間期   361,406,694 株　　　13年 3月期   361,406,678 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 513,674 46,881 9.1 129.72
12年 9月中間期 523,704 43,884 8.4 121.43
13年 3月期 497,113 51,715 10.4 143.10
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   361,406,717 株　　　12年 9月中間期   361,406,882 株　　　13年 3月期   361,406,060 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 15,752 4,625 △ 25,348 48,232
12年 9月中間期 24,689 △ 353 △ 8,715 51,286
13年 3月期 37,340 1,743 △ 21,587 53,631

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  31　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）7　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 456,000 7,500 1,800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               4 円  98 銭



１．企　業　集　団　の　状　況

　当社グループは、当社、子会社31社及び関連会社5社で構成され、建設事業、開発事業及びこれらに関連する建設資材の
販売及びリース等の事業活動を展開している。
　当グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りである。なお、これらは事業の種類
別セグメントと同一の区分である。

(1) 建設事業
当社及び連結子会社である五栄土木㈱、洋伸建設㈱、ペンタビルダーズﾞ㈱、ペンタビルダーズ西日本㈱、名阪建
設㈱、九州洋伸建設㈱等が営んでおり、当社は工事の一部をこれらの関係会社に発注している。
なお、当中間期に株式取得により五栄土木㈱、洋伸建設㈱が連結子会社となった。

(2) 開発事業
当社及び連結子会社である日本ビラ㈱、小浜マリン㈱、ﾓﾀﾞﾝﾏｲﾝﾄﾞ社等、関連会社の㈱グリーンポートが不動産の
自主開発、販売及び賃貸等の開発事業を営んでいる。なお、当社は連結子会社より開発工事の一部を受注しており
また、土地・建物の賃貸を行っている。

(3) その他の事業
連結子会社であるﾍﾟﾝﾀｵｰｼｬﾝ･ﾄﾞﾚｯｼﾞﾝｸﾞ･ﾊﾟﾅﾏ社は大型自航式浚渫船の賃貸事業を営んでいる。また、連結子会社
である警固屋船渠㈱は造船事業を営んでおり、連結子会社である長崎総合管理㈱はゴルフ場の管理業務を行ってい
る。
なお、当中間期に五栄土木㈱の株式取得により同社の子会社であるｺｽﾓ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･ﾊﾟﾅﾏ社他4社が連結子会社とな
った。
また、ゴルフ場の経営を行う連結子会社であった長崎総合ﾘｿﾞｰﾄ㈱は6月に会社清算した。

事業の系統図は次のとおりである。

開発事業 　連結子会社
　　ﾍﾟﾝﾀﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱
　　長生ｻｰﾋﾞｽ㈱
　　警固屋船渠㈱
　　ｴｲﾍﾟｯｸ興産㈱
　　長崎総合管理㈱
　　㈱ﾍﾟﾝﾀﾄﾗﾍﾞﾙｻｰﾋﾞｽ
　　㈱ｻﾝﾄﾞﾃｸﾉ
　　ﾍﾟﾝﾀｵｰｼｬﾝ･ﾄﾞﾚｯｼﾞﾝｸﾞ･ﾊﾟﾅﾏ社

　連結子会社 　連結子会社     ﾍﾟﾝﾀｵｰｼｬﾝ･ﾎﾝｺﾝ社
　　ﾍﾟﾝﾀﾋﾞﾙﾀﾞｰｽﾞ㈱ 　　日本ﾋﾞﾗ㈱     ﾍﾞﾚｰｻﾞ･ﾃﾞﾙ･ﾏｰﾙ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
　　ﾍﾟﾝﾀﾋﾞﾙﾀﾞｰｽﾞ西日本㈱ 　　小浜ﾏﾘﾝ㈱     ｳﾞｨｴﾝﾄ･ﾃﾞﾙ･ﾏｰﾙ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
    五栄土木㈱ 　　ﾆｺｼｱ社     ﾚｲﾅ･ﾃﾞﾙ･ﾏｰﾙ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
　　洋伸建設㈱ 　　ﾌﾞﾘｯﾁｳｯﾄﾞ社     ｿﾙ･ﾃﾞﾙ･ﾏｰﾙ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
　　名阪建設㈱ 　　ﾓﾀﾞﾝﾏｲﾝﾄﾞ社 　　ｺｽﾓ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･ﾊﾟﾅﾏ社
　　九州洋伸建設㈱ 　関連会社 　　ｸﾞﾛﾘｱ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
　　さつしん建設㈱ 　　㈱ｸﾞﾘｰﾝﾎﾟｰﾄ 　関連会社
    ﾍﾟﾝﾀｵｰｵｰｼｬﾝ･ﾏﾚｰｼｱ社 　　計測情報ｼｽﾃﾑ㈱
　　ﾍﾟﾝﾀｵｰｼｬﾝ･ﾀｲﾗﾝﾄﾞ社 　　大森ビル㈱
　　ﾍﾟﾝﾀｵｰｼｬﾝ･ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ社 　　博多海洋開発㈱
　　ｻｲｱﾑ･ｺﾞﾖｳ社 　　ｼﾞｬｲﾜｯﾄ㈱

得　　意　　先

その他の事業
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当　　　社
建 設 事 業

機器リース

物品販売

船舶建造

船舶賃貸

工

事

施

工

工
事
施
工
及
び
資
材
販
売

工
事
施
工

不
動
産
販
売
賃
貸

不

動

産

販

売

賃

貸

不
動
産
販
売

工
事
施
工

機
器
リ
ー
ス

物
品
販
売

船
舶
建
造

船
舶
賃
貸



２． 経 営 方 針

（１）経営の基本方針

　当社グループは、「お客様との共感」「豊かな環境の創造」「進取の精神の重視」

「効率的な組織の構築」「活力ある人材の重視」を経営理念として掲げ、建設事業を核

に絶えざる技術革新に取り組み、自然と調和した快適な生活空間の実現を通じて、社会

のニーズと信頼に応えることを経営の基本としております。

（２）会社が対処すべき課題

当社グループを取り巻く経営環境は、公共事業の削減や民間投資の低迷に加え、建設

産業再編策が推進されるなど、一層厳しさを増しております。しかしながら、その一方

ではリニューアルや環境関連分野において新たな需要が高まりつつあり、建設業界の事

業領域に拡大の傾向が見られます。

このような時代の変化に的確に対応するため、技術開発や営業プロセスの積極的な変

革を実施し、企画提案から設計、施工、運営、メンテナンスに至るトータルサービスを

お客様に提供できる体制を構築することが、当社グループの最重要課題であります。

（３）中期的な経営戦略および目標とする経営指標

　当社グループは、平成１３年度を初年度とする３ヵ年の「新世紀経営計画」を策定し、

グループ一丸となって安定的に収益を確保し持続的に成長する企業の実現に取り組んで

おります。

　本計画の基本戦略は以下のとおりであります。

① 技術力を武器とした差別化により営業力を強化する。

② 徹底したコストダウンにより収益力を高める。

③ 地域密着型の競争力のある子会社を育成し、グループとしての総合力を高める。

④ 新規事業分野に経営資源を投入し、市場の変化に対応した新しい収益基盤を確立す

る。

⑤ 保有資産の流動化により有利子負債を削減する。

⑥ 人事制度の改革などを通じて、変化とスピードに対応できる社風を育む。

　本計画に基づいた諸施策を確実かつ迅速に実行していくことにより、経営計画で定め

た目標の達成に邁進して参ります。



（４）利益配分に関する基本方針

　当社は、株主の皆様へ長期的に安定した配当を行うことを基本方針とするとともに、

安定的な経営基盤を維持するために、内部留保の充実にも努めてまいります。

（５）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

　当社は、グループ全般にわたる迅速かつ適確な意思決定と、各部門の機動的かつ効率

的な運営を実現するため、執行役員制度を導入すべく、諸制度の研究に取り組んでおり

ます。

３． 経 営 成 績

（１）当中間期の業績

①当中間期の業績の概要

当中間期における日本経済は、これまで牽引役であったＩＴ関連産業の業績の急

速な低下などにより、景気が大きく減速しました。

国内建設市場において、住宅投資はほぼ昨年度並みの水準を確保したものの、民

間設備投資、公共投資が大きく減少し、厳しい受注競争が続いています。

また、海外での主な活動拠点である東南アジア地域においても、米国の景気後退

等により、経済活動はこれまでに比べ減速基調で推移しました。

このような状況のもと、当中間期の当社グループの連結売上高は1,595億円（前中

間期比6.8%の減）となりましたが、利益につきましては、中間純損失29億円となり

ました。

②当中間期の部門別業績の概況

a.建設事業

当社グループの建設事業の受注高は、国内1,496億円（前中間期比0.8%の増）、

海外286億円（前中間期比75.6%の減）、合計1,783億円（前中間期比32.9%の減）と

なりました。このうち当社の受注高は、国内の受注競争の激化と、公共部門、特に

地方自治体の工事量が大きく減少したことに加え、前中間期にシンガポールにおい

て超大型海上工事を受注した反動もあり合計1,607億円（前中間期比38.0%の減）と

なりました。その内訳は、国内土木728億円（前中間期比10.4%の減）、国内建築

593億円（前中間期比2.2%の減）、海外285億円（前中間期比75.7%の減）でありま

す。

当社グループの連結完成工事高は、国内1,218億円（前中間期比6.3%の減）、海

外334億円（前中間期比6.4%の減）、合計1,552億円（前中間期比6.3%の減）とな



りました。このうち当社の完成工事高は、近年の国内受注の減少が影響し、合計

1,445億円（前中間期比10.2%の減）となりました。その内訳は、国内土木661億円

（前中間期比8.6%の減）、国内建築449億円（前中間期比15.5%の減）、海外333億

円（前中間期比5.7%の減）であります。

利益につきましては、国内建築部門の工事採算が悪化したため、営業損失30億

円となりました。

b.開発事業

開発事業につきましては、連結売上高10億円を計上し、営業損失0億円となりま

した。

c.その他の事業

造船、機器リース、物品販売等を主な内容とするその他の事業につきましては、

連結売上高89億円を計上しましたものの、ゴルフ事業での入場者数伸び悩みによ

り営業損失3億円となりました。

③当中間期のキャッシュ・フローの概要

当社グループの連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッ

シュ・フローが売上債権の回収などにより157億円の収入超過となり、投資活動によ

るキャッシュ・フローは、連結子会社の増加により46億円の収入超過となりました。

この結果得られた資金を借入金の返済に充当いたしましたので、財務活動による

キャッシュ・フローは253億円の支出超過となりました。現金および現金同等物期末

残高は、グループ資金の一元管理手法を採用して手元資金の圧縮を行ったこともあり、

前期より52億円減少し482億円となりました。

（２）通期の見通し

今後の日本経済は、政府の構造改革路線に沿った諸施策推進の影響もあり、一層の低

迷が懸念されます。国内建設市場につきましても、全体の投資額は昨年度を下回る水準

で推移するものと予想され、企業間の競争はなお一層激化すると思われます。

東南アジア地域の経済活動も、米国での同時多発テロの影響も加わり、順調な回復に

は今しばらく時間が必要と思われます。そのため、この地域での大型建設プロジェクト

も限られ、国際的な企業間競争の厳しさは当分続くものと予想されます。

このような状況のもと、当社グループは国内建築分野において採算重視の方針を徹底

するとともに、海洋土木分野および環境汚染対策分野での技術力、実績を活かし、都市

部に隣接する臨海部工業地帯の都市再生事業、環境関連工事および既設の建物や構造物

のリニューアル工事の受注獲得に全力を傾けてまいります。また、一段の原価低減と経



費削減に努めるとともに、グループの総合力を高めるため、グループ会社の整理・再編

を行ってまいります。

通期の連結業績につきましては、遺憾ながら期首の予想を下回り、売上高4,560億円、

経常利益75億円、当期純利益18億円を見込んでおります。なお、通期の当社単独の業績

につきましては、受注高3,850億円、売上高4,100億円、経常利益70億円、当期純利益

15億円を見込んでおります。また、当期の株主配当金につきましては2円50銭とさせてい

ただく予定です。



４．中　間　連　結　財　務　諸　表　等　

（１）．中　間　連　結　貸　借　対　照　表　

　　　　　　　（単位：百万円）

　　　科　　　　　目

（ 資  産  の  部 ） % % %

Ⅰ

49,409 52,804 54,498

112,476 117,141 147,699

93,136 95,120 47,825

52,743 54,273 53,254

50,002 54,841 44,794

△ 1,860 △ 3,515 △ 1,236

355,908 69.3 370,665 70.8 346,836 69.8

Ⅱ

53,684 52,427 51,688

55,708 50,179 51,035

109,393 102,606 102,724

－ 167 143

877 838 802

877 1,005 946

22,648 27,620 23,248

38,671 30,791 36,929

△ 13,825 △ 9,159 △ 13,688

47,494 49,251 46,490

157,766 30.7 152,863 29.2 150,160 30.2

Ⅲ

－ 174 116

－ － 174 0.0 116 0.0

513,674 100.0 523,704 100.0 497,113 100.0

　　　　　　　期　　　　　別

開 業 費

繰 延 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 等 計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

2.無　形　固　定　資　産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

3.投　　　　資　　　　等

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

(12.9.30 現在)(13.9.30 現在)

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

1.有　形　固　定　資　産

た な 卸 不 動 産

そ の 他

土 地

そ の 他

現 金 預 金

流 動 資 産

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金 等

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比

　　　　　当中間連結会計期間末　      　　　　　　前中間連結会計期間末　      　
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(13.3.31 現在)

金　　額 構 成 比



　　　科　　　　　目

( 負  債  の  部 ) % % %

Ⅰ

139,242 129,679 144,352

106,393 152,388 124,862

78,301 73,965 46,694

3,553 3,849 3,057

30,527 28,660 27,345

358,019 69.7 388,543 74.2 346,312 69.7

Ⅱ

200 － －

87,310 72,588 80,691

3,399 3,352 3,418

8,303 7,405 8,029

1,345 1,126 1,230

2,055 － －

6,159 6,803 5,714

108,773 21.2 91,276 17.4 99,085 19.9

466,792 90.9 479,819 91.6 445,398 89.6

Ⅰ 33,971 6.6 33,971 6.5 33,971 6.8

Ⅱ 10,634 2.1 10,634 2.0 10,634 2.1

Ⅲ 4,685 0.9 4,620 0.9 4,710 0.9

Ⅳ － － － － 317 0.1

3,516 △0.7 8,010 △1.5 － －

Ⅴ 767 0.1 2,364 0.4 1,766 0.4

Ⅵ 339 0.1 304 0.1 315 0.1

Ⅶ △ 0 △0.0 △ 0 △0.0 △ 0 △0.0

46,881 9.1 43,884 8.4 51,715 10.4

513,674 100.0 523,704 100.0 497,113 100.0

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

　　　　　　　期　　　　　別

欠 損 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

資 本 金

資 本 準 備 金

再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

長 期 借 入 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

社 債

流 動 負 債

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

　　　　　当中間連結会計期間末　      　　　　　　前中間連結会計期間末　      　

(13.9.30 現在) (12.9.30 現在)

（  資  本  の  部  ）

金　　額 構 成 比 金　　額

支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等

短 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金 等

引 当 金

(13.3.31 現在)

金　　額 構 成 比構 成 比



（２）．中　間　連　結　損　益　計　算　書

(単位：百万円）

　　　科　　　　　目

Ⅰ　 % % %

155,280 165,744 428,366

4,313 5,566 11,774

売 上 高 計 159,594 100.0 171,310 100.0 440,141 100.0

Ⅱ　　

141,061 150,020 383,470

4,122 5,010 10,090

売 上 原 価 計 145,183 91.0 155,031 90.5 393,560 89.4

完 成 工 事 総 利 益 14,219 15,723 44,895

開 発 事 業 等 総 利 益 191 555 1,684

売 上 総 利 益 計 14,410 9.0 16,278 9.5 46,580 10.6

Ⅲ 17,573 11.0 15,577 9.1 33,418 7.6

営 業 利 益 － － 701 0.4 13,162 3.0

営 業 損 失 3,162 △2.0 － － － －

Ⅳ

177 211 438

136 318 417

217 － －

－ － 400

170 132 335

140 140 306

営 業 外 収 益 計 842 0.5 802 0.5 1,898 0.4

Ⅴ

1,813 1,892 4,001

114 121 329

361 41 －

33 95 235

営 業 外 費 用 計 2,323 1.4 2,150 1.3 4,566 1.0

経 常 利 益 － － － － 10,494 2.4

経 常 損 失 4,644 △2.9 647 △0.4 － －

Ⅵ

212 682 429

5 1,814 3,833

－ 8,069 8,069

1,147 － －

17 33 4,988

特 別 利 益 計 1,382 0.9 10,599 6.2 17,320 3.9

Ⅶ

9 0 9

282 336 1,863

－ 14,845 14,845

137 226 1,659

特 別 損 失 計 429 0.3 15,408 9.0 18,378 4.2

－ － － － 9,436 2.1

3,691 △2.3 5,456 △3.2 － －

488 0.3 365 0.2 872 0.2

△ 1,254 △0.8 △ 1,830 △1.1 5,385 1.2

－ － － － 3,179 0.7

2,925 △1.8 3,990 △2.3 － －

受 取 利 息 ・ 有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

信 託 設 定 退 職 給 付 費 用

為 替 差 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退 職 給 付 信 託 設 定 益

そ の 他 特 別 利 益

特  別  損  失

前 期 損 益 修 正 損

開 発 事 業 等 売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営  業  外  収  益

売  上　原　価

完 成 工 事 原 価

　百 分 比　

完 成 工 事 高

開 発 事 業 等 売 上 高

　百 分 比　

前中間連結会計期間　　　　　期　　　　　別 当中間連結会計期間

(13.4.1～13.9.30)

そ の 他

営  業  外  費  用

特  別  利  益

そ の 他 特 別 損 失

為 替 差 損

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

そ の 他

前 期 損 益 修 正 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

支 払 利 息

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前中間(当期)純損失

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

退 職 給 付 引 当 金 取 崩 益

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(12.4.1～13.3.31)

金　　額 　百 分 比　

売   上   高

金　　額

(12.4.1～12.9.30)

金　　額



（３）．中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書　

　　科　　　　　目

Ⅰ　 317 － －

－ 3,123 3,123

Ⅱ　 897 － －

－ 7 1,248

25 7 －

Ⅲ 1,806 － －

－ 903 986

1,806 903 903

－ － 82

Ⅳ － － 3,179

2,925 3,990 －

Ⅴ － － 317

3,516 8,010 －欠損金中間期末(期末)残高

連結剰余金中間期末(期末)残高

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

株 主 配 当 金

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

欠 損 金 増 加 高

872 － －

－ － 1,248

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

欠 損 金 減 少 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

連 結 会 社 減 少 に 伴 う

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 会 社 増 減 に 伴 う

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

欠 損 金 期 首 残 高

欠 損 金 減 少 高

　　　　　期　　　　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

(12.4.1～13.3.31)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(12.4.1～12.9.30)

　　　(単位：百万円）

金　　　　額 金　　　　額

(13.4.1～13.9.30)

金　　　　額



（４）．中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ･フ ロ ー 計 算 書

(単位：百万円）

　　　科　　　　　　目

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ･フロー

税金等調整前中間(当期)純利益・損失（△） △ 3,691 △ 5,456 9,436

減 価 償 却 費 3,181 2,431 4,947

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 217 － －

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 270 △ 413 1,818

賞 与 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 266 △ 68 △ 435

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 162 1,593 2,217

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 314 △ 530 △ 855

支 払 利 息 2,073 2,149 4,495

為 替 差 損 196 248 318

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 114 121 329

有 形 固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 （ △ ） 62 △ 33 △ 408

有価証券・投資有価証券売却損・益（△） 3 △ 1,814 △ 3,440

有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 282 336 1,863

退 職 給 付 信 託 設 定 益 － △ 8,069 △ 8,069

信 託 設 定 退 職 給 付 費 用 － 14,845 14,845

売 上 債 権 の 減 少 額 48,663 34,197 3,769

未成工事支出金の減少・増加（△）額 △ 29,787 △ 32,583 14,711

た な 卸 資 産 の 減 少 額 323 1,242 2,537

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 25,582 △ 8,378 6,137

未成工事受入金の増加・減少（△）額 18,978 25,167 △ 2,104

そ の 他 3,533 2,135 △ 9,990

小 計 18,519 27,123 42,121

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 282 522 776

利 息 の 支 払 額 △ 2,001 △ 2,396 △ 4,678

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,048 △ 558 △ 879

営業活動によるキャッシュ･フロー 15,752 24,689 37,340

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー

有価証券・投資有価証券の取得による支出 △ 1,382 △ 719 △ 1,371

有価証券・投資有価証券の売却による収入 152 2,469 6,597

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,309 △ 917 △ 5,160

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 100 80 2,203

貸 付 け に よ る 支 出 △ 1,096 △ 1,326 △ 2,533

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 50 103 1,488

新規連結子会社の株式取得による支出及び資金増加による収入 9,238 － －

そ の 他 △ 127 △ 44 520

投資活動によるキャッシュ･フロー 4,625 △ 353 1,743

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 22,223 △ 12,009 △ 29,042

長 期 借 入 に よ る 収 入 12,000 13,663 44,464

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 13,345 △ 9,481 △ 36,102

配 当 金 の 支 払 額 △ 1,779 △ 886 △ 905

そ の 他 0 △ 0 △ 0

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 25,348 △ 8,715 △ 21,587

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 265 △ 206 264

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 5,236 15,415 17,761

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 53,631 35,870 35,870

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 162 － －

Ⅷ　現金及び現金同等物期末残高 48,232 51,286 53,631

(12.4.1～13.3.31)

金　　　　　額

　　　　　　　　　　　期　　　　　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

金　　　　　額

(12.4.1～12.9.30)

金　　　　　額

(13.4.1～13.9.30)



（５）．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1.連結の範囲に関する事項
全ての子会社(31社）を連結している。
主要な連結子会社名は、｢１．企業集団の状況｣に記載の通り。
( 新 規 ）株式取得により７社について連結の範囲に含めた。

　五栄土木㈱
　洋伸建設㈱
　㈱ﾍﾟﾝﾀﾄﾗﾍﾞﾙｻｰﾋﾞｽ
　㈱ｻﾝﾄﾞﾃｸﾉ
　ｿﾙ･ﾃﾞﾙ･ﾏｰﾙ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社
　ｺｽﾓ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･ﾊﾟﾅﾏ社
　ｸﾞﾛﾘｱ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ社

( 除 外 ）会社清算をした1社
　長崎総合ﾘｿﾞｰﾄ㈱

2．持分法適用に関する事項
全ての関連会社(5社）に対する投資について、持分法を適用している。
関連会社名は、｢１．企業集団の状況｣に記載の通り。

3．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社のうち、ﾍﾟﾝﾀｵ-ｼｬﾝ･ﾄﾞﾚｯｼﾞﾝｸﾞ･ﾊﾟﾅﾏ社他6社を除く在外子会社の中間決算日は6月30日であり、国内子会社
1社の中間決算日は7月31日である。中間連結財務諸表作成にあたっては､上記各社の中間決算日現在の中間財務諸表を
使用している。ただし､中間連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な修正を行っている。上記以
外の連結子会社の中間決算日は当社と同一である。

4．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
満期保有目的債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券　
　時価のあるもの 中間連結期末日の市場価格に基づく時価法
　　　　　　　　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

　いる。）
　時価のないもの 移動平均法による原価法

②デリバティブ 時価法(ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている。)
③たな卸資産
未成工事支出金等 個別法による原価法

(ただし､未成工事支出金等に含まれる材料貯蔵品については先入先出法による原価法)
たな卸不動産 個別法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産 当社及び国内連結子会社は主として定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)は定額法)を採用し、在外連結子会社は主に定額法を採用して
いる。

②無形固定資産 定額法を採用している。（なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間(5年)に基づく定額法）

③長期前払費用 定額法
(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎とした将来の貸倒損失の発生
見込率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上している。

②完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に、将来の瑕疵補償見込を加味して計上している。

③賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額を計上している。



④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。なお、一部の連結子会社の退職一時金制度
については簡便法(中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)によって計上している。
会計基準変更時差異(22,815百万円)については、15年で均等按分した額を費用処理している。
また、過去勤務債務は全額発生時の損益として計上しており、連結各期の数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定年数(10年)による定額法により、それぞれの発生年度の翌連結会計年度から費用
処理することとしている。

⑤役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基づく中間期末要支給額を計上している。

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を
採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ取引及び為替予約取引
ヘッジ対象 借入金、外貨建金銭債権債務（予定取引を含む）

③ヘッジ方針
特定の金融資産・負債を対象に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を行ってい
る。

④リスク有効性の評価方法
ヘッジ取引は、主として当社で行っており、取引の目的、実行及び管理等を明確にした社内規定(金融派生商品に関
する実施規定)に則して社内の金融派生商品取引検討会及び財務部にて定期的にヘッジ有効性を評価している。ただ
し、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略している。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
①長期請負工事の収益計上処理
完成工事高の計上基準は工事完成基準によっているが、一定の基準に該当する長期大型工事は、工事進行基準を採
用している。

　工事進行基準による完成工事高 74,154 百万円 72,350 百万円 145,011 百万円
②消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

(7) 中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金の範囲
中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなる。

（表示方法の変更）
中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛ-計算書関係
① 「連結調整勘定償却額」は前中間連結会計期間において「営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛ-のその他」に含めて表示してい
たが、金額の重要性が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記することとした。なお、前中間連結会計期間
の連結調整勘定償却額は23百万円である。

② 「新規連結子会社の株式取得による支出及び資金増加による収入」は前中間連結会計期間において「投資活動によ
るｷｬｯｼｭ･ﾌﾛ-のその他」に含めて表示していたが、金額の重要性が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記す
ることとした。なお、前中間連結会計期間の新規連結子会社の株式取得による支出及び資金増加による収入は3百万
円である。

前連結会計年度当中間連結会計期間 前中間連結会計期間



（６）．注記事項
1.中間連結貸借対照表関係

(1) 有形固定資産減価償却累計額 66,396 百万円 60,784 百万円 57,030 百万円

(2) 担保に供している資産　　　　　　　　　　　

現預金 450 百万円 － 百万円 － 百万円

有価証券 56 － －

建物 114 － －

土地 107 － －

投資有価証券 965 837 1,040

その他投資等（長期預金） － 150 150

(3) 保証債務額

銀行借入保証 (24,529 百万円) (26,966 百万円)

5,077 7,025 百万円 5,671

住宅分譲前金保証 1,763 700 576

(注)複数の保証人がいる連帯保証債務については、前連結会計年度から当社の負担額を計上しており、( )

内は、他の連帯保証人の負担額を含めた保証債務の総額である。

(4) 受取手形裏書譲渡高 － 百万円 － 百万円 3 百万円

(5) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当中間連結会計期間、

前中間連結会計期間及び前連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため､次の満期手形が期末残高に含

まれている。

受取手形 1,173 百万円 1,651 百万円 3,165 百万円

支払手形 6,156 4,667 5,577

2.中間連結損益計算書関係

(1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

従業員給料手当 4,737 百万円 4,031 百万円 9,454 百万円

賞与引当金繰入額 1,388 1,300 1,162

退職給付費用 1,515 913 1,903

役員退職慰労引当金繰入額 113 100 204

3.中間連結キャッシュ･フロー計算書関係

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 49,409 百万円 52,804 百万円 54,498 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △  1,176 △  1,517 △  866

現金及び現金同等物 48,232 51,286 53,631

(2) 当中間連結会計期間に五栄土木株式会社及び洋伸建設株式会社の株式を取得して連結子会社とした。これら2

社の株式取得時の資産及び負債の主な内訳の合計額は以下のとおりである。

流動資産 39,326 百万円

（内、現金及び現金同等物） (9,271)

固定資産 8,738

　資産合計 48,064

流動負債 39,669

固定負債 5,647

　負債合計 45,316

前連結会計年度末前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末

前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

当中間連結会計期間末



4.リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高

相当額 計額相当額 相当額 相当額 計額相当額 相当額 相当額 計額相当額 相当額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

21 6 14 21 4 17 21 5 15

機械・運搬具

工具器具備品 1,593 721 871 573 386 187 998 616 382

合計 1,614 727 885 594 390 204 1,019 621 398

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

一　年　内 329 百万円 119 百万円 129 百万円

一　年　超 599 90 304

計 928 209 433

(3) 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 229 百万円 77 百万円 200 百万円

減価償却費相当額 216 72 180

支払利息相当額 13 3 18

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零にする定額法によっている。

(5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に
よっている。

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

建物・構築物

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度



５．セグメント情報

1.事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成13年4月1日～平成13年9月30日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

　前中間連結会計期間（平成12年4月1日～平成12年9月30日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

　前連結会計年度（平成12年4月1日～平成13年3月31日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

(注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容
(1) 事業区分の方法
日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。ただし、開発事業については
重要性を勘案し、連結損益計算書の開発事業等売上高より区分して表示している。
(2) 各区分に属する主要な事業の内容
建 設 事 業 ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業
開 発 事 業 ：不動産の自主開発・販売及び保有不動産の賃貸に関する事業
その他の事業：建設資機材の販売、リース事業、造船事業等
２．営業費用のうち、｢消去又は全社｣の項目に含めた配賦不能営業費用はない。

13,344 (182) 13,162営業利益 12,561 864 △ 81

449,217 (9,076) 440,141

営業費用 415,807 5,070 14,995 435,872 (8,893) 426,978

計 428,368 5,934 14,914

440,141

(2) 2 90 8,983 9,076 (9,076) －

消去又は全社 連結

売　上　高

(1) 外部顧客に対する売上高 428,366 5,843 5,930 440,141 －

建設事業 開発事業 その他の事業 計

売　上　高

(1) 外部顧客に対する売上高

営業費用

外部顧客に対する売上高

営業利益

計

売　上　高

(2)

営業費用

701

173,733 (2,423) 171,310

(2,436) 170,609

687 13

165,090 1,336 6,619 173,046

1,506 6,483

1,461 4,105

0 45 2,377

165,744

営業利益 653 169 △ 135

建設事業 開発事業 その他の事業 計

158,303 1,081 9,226

△ 3,162197△ 3,359△ 3,021 △ 14 △ 323

8,902 165,251

162,756(5,854)168,610

159,594(5,657)

159,594

5,657

－ 159,594

－(5,657)

155,280 980

0 86

計 165,744

155,281 1,067

連結消去又は全社

(2)

(1)

建設事業 開発事業 その他の事業

5,569

計

3,333

171,310

－

－

連結

2,423 (2,423)

消去又は全社

171,310



2.所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成13年4月1日～平成13年9月30日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

　前中間連結会計期間（平成12年4月1日～平成12年9月30日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

  前連結会計年度（平成12年4月1日～平成13年3月31日） （単位：百万円）

セグメント間の内部売上高
又は振替高

(注）１．国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域
(1) 国又は地域の区分の方法
地理的近接度による。
(2) 各区分に属する主な国又は地域
東南アジア　　： シンガポール、香港、マレーシア
その他の地域　： エジプト、ミクロネシア、スリランカ
２．営業費用のうち、｢消去又は全社｣の項目に含めた配賦不能営業費用はない。

－ 13,16211,808 1,212 140 13,162

440,141

営業費用 357,089 63,089 6,799 426,978 － 426,978

368,898 6,940 440,141

－6,940 440,141

－

440,141

(2) － － － － － －

368,898 64,301

日本 東南アジア その他の地域 計 消去又は全社 連結

70138 427

64,301

235 701

－1,918 171,310

－

171,310

営業費用 135,455 33,470 1,683 170,609 － 170,609

135,493 33,897

171,310

(2) － － － － － －

日本 東南アジア

－(1) 外部顧客に対する売上高 135,493 33,897 1,918 171,310

159,594

159,594

－

消去又は全社 連結

△ 3,162(78)

162,756

－

－

25

その他の地域

△ 3,083

計

1,275

1,275

1,249

－

159,594

159,594

162,677

－

外部顧客に対する売上高 126,177

消去又は全社 連結

売　上　高

日本 東南アジア その他の地域 計

(2)

計

営業費用

営業利益

－ －－

126,177

78

(1)

129,545

△ 3,367

32,141

32,141

31,883

258

売　上　高

計

営業利益

売　上　高

(1) 外部顧客に対する売上高

計

営業利益



3.海外売上高

　当中間連結会計期間（平成13年4月1日～平成13年9月30日） （単位：百万円）

Ⅲ　連 結 売 上 高 に 占 め る
　　海 外 売 上 高 の 割 合 (％)

　前中間連結会計期間（平成12年4月1日～平成12年9月30日） （単位：百万円）

Ⅲ　連 結 売 上 高 に 占 め る
　　海 外 売 上 高 の 割 合 (％)

　前連結会計年度（平成12年4月1日～平成13年3月31日） （単位：百万円）

Ⅲ　連 結 売 上 高 に 占 め る
　　海 外 売 上 高 の 割 合 (％)
(注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
２．国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域
(1) 国又は地域の区分の方法
地理的近接度による。
(2) 各区分に属する主な国又は地域
東南アジア　　： シンガポール、香港、マレーシア
その他の地域　： エジプト、ミクロネシア、スリランカ

東南アジア その他の地域 計

東南アジア

Ⅱ　連　　結　　売　　上　　高 171,310

19.8% 1.1% 20.9%

Ⅰ　海　　外　　売　　上　　高 33,897 1,918 35,816

その他の地域 計

159,594

1,275

0.8% 20.9%

33,41632,141

20.1%

計

Ⅱ　連　　結　　売　　上　　高

東南アジア その他の地域

Ⅰ　海　　外　　売　　上　　高

Ⅰ　海　　外　　売　　上　　高 64,301 6,940 71,242

Ⅱ　連　　結　　売　　上　　高 440,141

14.6% 1.6% 16.2%



６．有価証券関係

当中間連結会計期間（平成13年9月30日現在）

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの

(1) 588 604 16

(2) － － －

(3) － － －

588 604 16

2.その他有価証券で時価のあるもの

(1) 14,286 15,714 1,427

(2)

国債・地方債等 － － －

社 債 132 100 △ 32

そ の 他 － － －

(3) 274 208 △ 65

14,693 16,023 1,329

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式他について282百万円減損処理を行っている。

3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

非公募の内国債券 50 百万円

(2) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 3,071 百万円

非公募の内国債券 3,000 百万円

前中間連結会計期間（平成12年9月30日現在）

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの

(1) 601 613 12

(2) － － －

(3) － － －

601 613 12

2.その他有価証券で時価のあるもの

(1) 17,411 21,567 4,155

(2)

国債・地方債等 － － －

社 債 132 78 △ 53

そ の 他 － － －

(3) 186 165 △ 21

17,731 21,811 4,079

3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

該当事項なし

(2) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,805 百万円

非公募の内国債券 2,500 百万円

国債・地方債等

社 債

株 式

債 券

そ の 他

合 計

(単位：百万円)

種　　　　類
中間連結貸借対照表

時　　　　価 差　　　　額
計　　　上　　　額

(単位：百万円)

種　　　　類 取　得　原　価
中間連結貸借対照表

差　　　　額
計　　　上　　　額

(単位：百万円)

合 計

そ の 他

種　　　　類
中間連結貸借対照表

時　　　　価 差　　　　額
計　　　上　　　額

国債・地方債等

社 債

そ の 他

合 計

(単位：百万円)

種　　　　類 取　得　原　価
中間連結貸借対照表

差　　　　額
計　　　上　　　額

株 式

債 券

そ の 他

合 計



前連結会計年度（平成13年3月31日現在）

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの

(1) 601 622 20

(2) － － －

(3) － － －

601 622 20

2.その他有価証券で時価のあるもの

(1) 13,999 17,128 3,128

(2)

国債・地方債等 － － －

社 債 132 99 △ 33

そ の 他 － － －

(3) 186 139 △ 47

14,319 17,366 3,047

3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

該当事項なし

(2) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,848 百万円

非公募の内国債券 2,500 百万円

７．デリバティブ取引関係

※当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は全てのデリバティブ取引に対してヘッジ会計を

  適用しているため、該当事項なし。

８．生産、受注及び販売の状況

1.受注実績

2.売上実績

（注）1.開発事業及びその他の事業の受注実績については、当グループ各社における受注の定義が異なり、

　　　　また、金額も僅少であるため、建設事業のみ記載している。

　 　 2.当グループでは生産実績を定義することが困難であるため ｢生産の状況｣ は記載していない。

3,333 4,105 5,930

159,594 171,310 440,141

155,280 165,744 428,366

980 1,461 5,843

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(13.4.1～13.9.30） (12.4.1～12.9.30） (12.4.1～13.3.31）

合　　計

178,328 265,815 480,699建 　設 　事 　業

(単位：百万円）

区　　分

建 　設 　事 　業

 開   発   事   業 

そ の 他 の 事 業

(単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(13.4.1～13.9.30） (12.4.1～12.9.30） (12.4.1～13.3.31）

区　　分

株 式

そ の 他

合 計

合 計

債 券

(単位：百万円)

種　　　　類 取　得　原　価
連 結 貸 借 対 照 表

差　　　　額
計　　　 上 　　　額

国債・地方債等

社 債

そ の 他

計　　　 上 　　　額
時　　　　価 差　　　　額種　　　　類

(単位：百万円)

連 結 貸 借 対 照 表


